
と も に つ く る  未 来 の 淡 路 市

戸 あ つ ひ ろ 報 告活 動田
私たちに今できることは何か？ ～子や孫の世代のこれからの淡路市のために～

子どもの可能性を

　子どもたちは将来の社会の担い手となります。ま
た、私たちの手の届かない未来に手が届くのが子
どもたちです。子どもたちへの投資は私たち社会
全体の未来に対する投資です。 

　小中学校の環境は子どもたちの将来に大きく
影響します。子どもたちの可能性を拡げるために、
全ての子どもが分け隔てな
く安心していきいきと学び、
心身ともに健康的に成長す
ることができる環境を整え、
子どもたちが活躍できる基
盤づくりを応援します！

　高齢の単身世帯が急増する中、頻発する自然災
害リスクへの備えの強化が必要です。特に南海トラ
フ地震は30年以内にマグニチュード8～9クラスの
発生確率が70～80％とされています。 

　いつ起こるともわからない自然災害から皆さま
の生命と財産を守るため、避難所の整備や災害備
蓄だけでなく、高齢
者の独居世帯が急増
する状況を踏まえた
ソフト・ハード両面の
整備が急務です。

災害にも心強い

未来を育む
“子育てしやすいまち” 淡路市へ
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市民の声を力に 
“持続可能な未来を築く” 淡路市へ

２０年先の
子どもや孫の
世代が

豊かに暮らせる
淡路市へ 

　地域課題の解決には皆さまとの対話を通じ、様々
な意見や力を取り入れることが必要です。それぞれ
の課題に合った解決策を生み出し、地域の持続可能
な発展を目指します。 

　また、各種産業への支援を拡充することで淡路市
の経済の基盤・競争力を強化し、若者の働く場の創
出を図り、淡路市の経済を内部で循環させ、豊かさ
が行き渡る施策が必要です。

　家族を持つことへの将来的な不安を減らし、子育
て世帯だけでなく、子どもを産みたい、家族を持ち
たいという人が「淡路市で子育てしたい」と思える
環境を整えることが必要です。 

　そのためには若い女性が住みたいと思える環境
を整え、若い人たちが魅力を感じる淡路市とならな
ければなりません。そして、全ての家庭が安心して
子育てできる環境を整備することが求められます。 

“最大限応援する” 淡路市へ “安心・安全の” 淡路市へ
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戸田  敦大
と だ あつ ひろ

２０年先の子どもや孫の世代が豊かに暮らせる淡路市へ 

自己紹介
戸田敦大（とだ あつひろ）　昭和60年6月24日生まれ（39歳）
岩屋中学校、明石高校、甲南大学経営学部 卒業
趣味：合気道（三段）、ランニング、読書 
家族：妻と３人の娘 

営業として名古屋支店勤務。主に北陸地方を担当する。
地方と都市部の格差や、地方の疲弊を目の当たりにし、
淡路市へ帰ることを決意する。

2008年 ゼブラ株式会社 入社

2010年 淡路砿油株式会社 入社
2021年 淡路市議会議員選挙 初当選
2022年 産業厚生常任委員会副委員長会派「結の会」所属
2023年 総務文教常任委員会副委員長
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こちらのQRコードからも
皆さまのご意見ご要望を 
お聞かせ下さい！

TODA.ATSUHIRO

「淡路市の人口が増えた」って聞くけど、本当に増えているの？ 

　いいえ、淡路市の人口は合併以来毎年約500人ずつ減少しており、２０年で１万人以上減少しています。

そんなに減ったんだ！やっぱり少子化の影響なの？

　淡路市の少子化は非常に深刻です。淡路市で１年間に産まれた赤ちゃんは令和３年度１８５人、４年度２１９人、
５年度１６８人（過去最低）と少子化が加速しています。市の最上位計画である「総合基本計画」では年間の出
生数を２５０人と想定して策定されています。
最上位計画以上に少子化が進行しているの
が現実です。
　少子化は「静かなる有事」と言われていま
す。その影響は淡路市をゆっくりと侵食して
いきます。将来の淡路市のために今手を打た
なければ、子どもや孫の世代にツケを払わせ
ることになってしまいます。

そんなことになったらどんどん若い人がいなくなってしまう！このまま少子化が進んだらどうなるの？

　あらゆる統計予測の中で人口に関わる予測が最も正確だ
と言われていますが、淡路市は２０４０年には人口が約３万人
まで減少するだけでなく、高齢者世代と現役世代の人口が
１：１になるとされています。この影響で労働力が減少し経済
だけでなく社会全体の活力も衰え、財政の悪化や、各種イン
フラの維持への課題が懸念されます。 
　２０４０年までわずか１５年しかありません。将来を見据え、私
たちの子どもや孫の世代のための改革が必要です。
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